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第５号 平成19年5月15日香 美 市 議 会 だ よ り

市長より平成19年度当初予算（案）が提出され、審議の後、可決された。一般会計

歳入歳出予算の内容はグラフのとおりである。

歳入のうち自主財源は27.7％であり、市税は住民1人当たり約7万3000円である。そ

れに対し住民1人あたりに使う金額は49万8800円であり、地方交付税への依存度は極め

て大きい。

147億1,382万円どう使われる 14747億1,382382万円万円14747億1,382382万円万円147億1,382万円平成19年度
当初予算

一
般
会
計

7,881

会　　　　計

平成平成1919年度特別会計予算年度特別会計予算平成19年度特別会計予算

住宅新築資金等貸付事業

簡易水道事業

水道事業

工業水道事業

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

老人保健

国民健康保険（事業勘定）

介護保険（保険事業勘定）

介護保険（サービス事業勘定）

農業集落排水事業

8,238万1千円

3億9,318万5千円

3億6,021万6千円

1,766万7千円

4億5,218万9千円

2億3,472万2千円

53億656万1千円

40億9,275万5千円

27億419万1千円

1,239万2千円

2,932万1千円

当  初  予  算  額

改築の進む大宮小学校



物件費
17億5,812万4千円

12.0％
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第５号平成19年5月15日 香 美 市 議 会 だ よ り

どう使われるどう使われるどう使われる 147億1,382万円147億1,382万円平成平成1919年度年度
当初予算当初予算
平成19年度
当初予算

歳 出

一般会計当初予算

歳 入

○目的別分類……歳出の中身を行政の目的ごと

に分類したもの

○性質的分類……歳出の中身を経済的性質に基

づいて分類したもの

地方交付税
地方公共団体が、等しく自主的に行政
運営ができるよう、経費の不足分を国
が交付する

市債（地方債）
必要な財源の借入金

公債費
市債を定められた条件により支払う経
費で、元金の償還および利子の合計

物件費
人件費・扶助費・補助費等・維持補修
費以外の消費的性質の経費

補助費等
目的・根拠・対象により非常に多岐に
わたっており、負担金補助および交付
金等がある

扶助費
生活困窮者・身体障害者等に対し支出
される経費で、生活保護法に基づくも
のが多い


